
                       

科　　　目 金　額 金　額

3,221,842,248 1,932,353,716

現 金 及 び 預 金 4,637,006 925,838,516

会 員 未 収 金 2,874,402,476 348,072,131

他 社 等 未 収 入 金 209,807,893 525,071,748

営 業 貸 付 金 54,977,317 8,824,901

未 収 収 益 78,117,662 55,125,856

貯 蔵 品 28,438,851 1,314,400

立 替 金 2,723,044 5,739,300

前 払 費 用 4,899,904 14,603,639

そ の 他 流 動 資 産 2,411,261 4,349,431

貸 倒 引 当 金 △ 38,573,166 33,851,780

9,422,659

139,355

102,842,458 630,516,647

13,548,584 3,374,747

建 物 8,748,752 27,141,900

建 物 付 属 設 備 2,041,376 600,000,000

工 具 器 具 及 び 備 品 2,758,456

56,000 2,562,870,363

ソ フ ト ウ ェ ア 56,000

 761,814,343

 50,000,000

89,237,874 761,539,343

出 資 金 4,980,000 5,790,000

破 産 更 生 債 権 等 262,263,346 755,749,343

貸 倒 引 当 金 △ 262,263,346 755,749,343

繰 延 税 金 資 産 84,157,874

差 入 保 証 金 100,000 △ 49,725,000

761,814,343

資 産 の 部 合 計 3,324,684,706 3,324,684,706

第 ３ １ 期　 決 算 公 告

奈良県生駒市東生駒一丁目61番地7

  南都カードサービス株式会社

　 代表取締役社長　東川　晃三

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

利 益 準 備 金

（繰越利益剰余金）

純　資　産　の　部

【 株 主 資 本 】

【 固 定 資 産 】 【 固 定 負 債 】

（有形固定資産） 利 息 返 還 損 失 引 当 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

（無形固定資産）

未 払 費 用

未 払 消 費 税

未 払 法 人 税 等

預 り 金

自 己 株 式

そ の 他 流 動 負 債

そ の 他 利 益 剰 余 金

負 債 の 部 合 計

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

短 期 借 入 金

加 盟 店 未 払 金

未 払 金

未 払 賞 与

貸  借  対  照  表

（2021年  3月31日現在）

前 受 収 益

販 売 促 進 引 当 金

保 証 債 務 損 失 引 当 金

（投資その他の資産）

（単位：円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　目

 



          南都カードサービス株式会社 

個 別 注 記 表                                              

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記           

（１）資産の評価基準及び評価方法 

    有価証券の評価基準及び評価方法 

① 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって処理し、売却原

価は移動平均法により算定する。） 

② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定率法（但し、建物（平成１０年４月１日以降取得

したもの）及び建物附属設備・構築物（平成２８年

４月１日以降取得したもの）については定額法。） 

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法 

③リース資産・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形

固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法。 

（３）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、予め制定した償却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。 

破産・弁護士介入等、法的・形式的に破産の事実が発生している先に係る債権及びそれと同

等の状況にある先への債権については、その全額を計上しております。 

また、現在はその状況にないが、今後その状況に陥る可能性が大きいと認められる先への債権

については、必要と認められる額を計上しております。 

上記以外の先への債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

に基づき計上しております。 

②保証債務損失引当金 

保証債務に対する貸倒損失に備えるため、予め制定した償却・引当基準に則り、算出した求償

債権に係る貸倒実績率を保証債務残高に乗じた額を計上しております。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、必要

額を計上しております。 

④販売促進引当金 

会員に対しワールドプレゼントポイントとして付与している商品交換ポイントについて、その

引き換えに備えるため、商品交換予想ポイントに商品交換実績単価を乗じた額を計上しており

ます。 

⑤利息返還損失引当金 

会員等からのグレーゾーン金利に対する利息返還請求に備えるため、過去の利息返還の発生状

況に基づき、将来の利息返還損失額を見積もったものであり、債権分類ごとに合理的見積期間

に係る利息返還請求件数の請求実績率、平均返還請求額等から将来返還が見込まれる額を一括

して計上しております。 

（４）収益及び費用の計上基準 

   費用収益対応の原則により計上しております。 

（５）消費税等の会計処理 

税抜き方式により採用しております。 

２．株主資本等変動計算書に関する注記 

   当該事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数   普通株式  １，０００株 

   当該事業年度の末日における自己株式の種類及び総数    普通株式     ４２５株 

   

 ○当期純利益  ４８,７１５,９１６円 


